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中国国有企業改革における「狐大放小」方針
王 越
はじめに
中国の国有企業の現状， とりわけその改革の現状は，国内外から注目さ
れてきた。「国民経済・社会発展第9次5ヵ年計画と2010年長期目標要綱」
は，経済体制の改革の推進を重要な内容としている。 1996年から2000年ま
での「九・五」計画期は，「現代企業制度の構築を加速し，社会主義経済体
制の一層の建設を推し進め， 2010年にはかなり整備された社会主義市場経
済体制を形成する」，と規定されている。中国政府は，今後の一時期，とり
わけ「九・五」期の構想で，国有企業の改革を経済体制改革の中心に置き，
それを深化させなければならないとしている。国有企業改革は，資金不足，
余剰人員，企業債務，赤字経営といった諸問題を解決する現代企業制度の
創設を課題としている。
本稿は，主に国有企業改革・改組の実施過程で，中国政府が重視してい
る「オ爪大放小」方針について論じることを課題とする。
I 国有企業改革上の諸困難
「す爪大放小」問題に立ちいる前にまず，中国国有企業が直面している諸
困難について触れておきたい。
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1. 国有企業が当面している課題—ふたつのアンケートに見る
1995年末，国家体制改革委員会，国家体制改革委員会研究所，国務院発
展研究センタ一人材育成センターおよび深訓市社会発展研究所は，全国の
69都市の企業の責任者に質問調査1200を送り， 1094枚を回収した。それと
同時に地方政府の役人にも480枚を発送し， 456枚を回収した。当面国有企
業の差し迫った問題がなにか， という質問に対する回答の順位は次の通り
である丸
表1 国有企業の差し迫った問題（企業の回答）
順位 項 目
1 資金不足
2 債務負担が重すぎる
3 社会的負担が重すぎる
4 余剰人員が多すぎる
5 企業の管理レペルが低い
6 定年退職者が多すぎる
7 設備老朽化
8 生産物が市場に適応していない
また現代企業制度の確立が直面している課題と難点はなにかという問題
についての回答の順位と割合は次の通りである丸
表2 現代企業制度の確立の課題と難点（企業の回答）
順位 項 目 回答者総数の比重（％）
1 財産権がはっきりしていない 36.2 
2 社会的保障制度が確立していない 18.2 
3 行政と企業が分離していない 15.7 
4 マクロ管理制度がワンセットされていない 12.4 
5 政府機能が転換し難い 8.6 
1)『経済日報』， 1996年 1月8日
2)「経済日報』， 1996年1月8B, 4月29B
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表3 現代企業制度の確立の課題と難点（地方の役人の回答）
順位 項 目 回答者総数の比重（％）
1 財産権がはっきりしていない 41.4 
2 社会的保障制度が確立していない 22.8 
3 行政と企業が分離していない 11.2 
4 マクロ管理制度がワンセットされいない 10. 7 
5 政府機能が転換し難い 7.2 
表2と表3のデータが示しているように，地方の役人と企業の責任者は現
代企業制度の確立の難点についての認識がほぽ同じである。また， 1996年
8月から10月にかけて，筆者は共同調査に参加して，溜陽市と北京市の8
社の企業（そのうち，特大型企業1社，大型企業3社，中型企業4社）の
責任者，技術者及び研究者の93人にアンケートを送り，調査した。
当面，企業の差し迫った問題と難点はなにか， という質問については，
前出のアンケートと同じ項目についての質問を試みた。その結果は，次の
通りである。 91人は次のように答えた。
表4 国有企業の差し迫った問題
順位 項 目 回答者総数の比重（％）
1 資金不足 36.2 
2 企業の管理レベルが低い 34.1 
3 生産物が市場に適応していない 14.3 
4 債務負担が重すぎる 4.4 
5 社会的負担が重すぎる 4.4 
6 設備老朽化 4.4 
7 余剰人員が多すぎる 2.2 
また現代企業制度を確立する面で，最も困難な課題はなにかという質問
に対して， 90人の回答は次の通りである。
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表5 現代企業制度の確立の課題と難点
順位 項 目 回答者総数の比重（％）
1 財産権がはっきりしていない 26.7 
2 マクロ管理制度がワンセットされていない 25.6 
3 行政と企業が分離していない 24.4 
4 政府機能が転換し難い 12.2 
5 社会的保障制度が確立していない 11.1 
2.国有企業改革の諸困難
このような課題を抱えて国有企業改革が直面している諸困難を整理して
見よう。
第一に，経営メカニズムの根本的な転換が実現していないこと。
1984年3月，福建省の55名の工場長，経理は連署で声明を発表し，「われ
らに縄目を解いてくれ」という呼びかけを行なった。 1985年には，企業の
活力を強化する14項目の措置が実施され， 1988年には『企業法』が採択さ
れ， 1992年に至って，さらに「全人民所有制工業企業経営メカニズムの転
換に関する条例」が公布された。すでに12年が経過したが，これらの法令，
条例がどれだけ実現されたか，その状況はどうであろうか。
察建文は，「企業家の体を縛る縄がどれくらいあるか」という論文の中で
次のような事実を述べている。四川省の調査によると，『企業法』と国務院
の「企業権限を拡大する」規定が企業に与えた12項目の自主権の内，真に
企業で実現されているのは，平均して 4項目に過ぎない。最悪の場合は 2
項目でしかなかった。
「縄」の現われは，次の通りである。第一に，企業の自主経営の面では
かなりの進歩が見られるが，まだ徹底的には解決されていないこと。若干
の政府主管機関は， しばしば「越俎代庖」，つまり自分の職務の範囲を越え
て他人の所管の事を行って，他人の権限を侵している。例えば，ある機械
製造工場は，うまく運営し，効率が年ごとに向上している。ところが，主
管機関は強制的にある重い欠損企業をこの工場に兼併させる。その結果，
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欠損企業を救えないばかりでなく，機械製造工場にも累を及ぽして，それ
を台なしにした。上級管理機関は企業の事情から遊離し，主観的に企業の
業務活動に干与し，ひいてはでたらめな指図をしているが，これでは企業
が効率の低下と損失を蒙るのは必至である丸
第二に，行政と企業の職責が分離されていないこと。
国務院発展研究センターの陳小洪氏は，「国有企業の現状と主要な問題」
という論文の中で次のように述べている。
「行政と企業の職責が分離していないというシステムがまだ根本的に改
められなかった。その現われは次の通りである。一つめは，政府は公共経
済を管理する際，企業に対する干与がまだ多く，非合理な干与が一般的に
存在している。二つめは，政府と企業の間での『所有権と経営権』の分離
という問題がまだ解決されていない4)0
改革のプロセスで，国家の行政主管機能の転換が滞っている。主管機関
は国有資産経営公司（または持ち株公司，投資公司）に改組されたが，一
方，もとの主管機関の機能は残っており，他方では，国有資産の代表者と
投資者の資格で，所属する公司を支配している。もとの「局」という看板
を「公司」に変更したが，表面だけを変えて，中味を変えなかった。例え
ば，青島市の14の主管機関（局）または行政の性格をもつ公司は，市政府
と資産経営責任書を調印し，資産経営公司としての権力を獲得した。もと
の主管機関の機能を担うし，それと同時に，所属する企業を直接に管理す
ることになった。もともと「局」は企業の「姑」だが，いまやさらに「老
板」（ポス）の身分をも獲得した。「資産経営と資本構造の改組の面では，
『姑プラスポス』の発言で事が決まってしまう」5)0
第三に，企業の欠損がきびしいこと。
江沢民主席は，全国の企業のなかには顕在している赤字企業が1/3,
3)奈建文，「企業家の体を縛る縄がどれくらいあるか」，（『中国改革』， 1996年第4号）
4)陳小洪，「国有企業の現状と主要な問題」，（『管理世界』， 1996年第3号）
5) 盛永安，「体制転換公司—姑プラスポス？」，（『中国改革J, 1996年第3号）
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潜在しているものが1/3を占め，真の黒字企業はわずか 1/3である，
と指摘している叫
江沢民主席はまた，「国有企業，とくに大中型企業の資本金と債務の割合
が不合理で，負債率が高すぎるのは，長年にわたる各種の複雑な要因によ
るものである。ある企業は発展の過程で資本金の補充がなく，ある企業は
設立のときに資本金率が低すぎ，ある企業は資本金すらなかった7)。」とも
述べている。
国家統計局が行った1200余社企業（そのうち，超大型企業26社，大型企
業519社，中型企業477社，小型企業178社。国有企業879社，集団企業107社，
株式制企業85社，外資企業33社，その他16社）への質問調査によると，欠
損企業は515社で，調査された企業総数の42.6％を占め，そのうち国有企業
414社で，欠損企業の80.4％を占めている。欠損の原因について， 7項目に
よる排列を示せば，次の通りである 8)0
表6 選択回数と順序
選択項目 選択回数 全部欠損企業 うち国有企業 全部欠損国有企
での比重（％） 業での比重（％）
1.歴史的原因 204 39.6 168 40.6 
2.政策的原因 83 16.1 75 18.1 
3.市場ニーズ適応しない 66 12.8 54 13.0 
4.その他 63 12.2 45 10.9 
5.社会的負担が重すぎる 46 8.9 35 8.5 
6.管理混乱 26 5.1 20 4.8 
7.製品の品質がよくない 11 2.1 ， 2.2 
8. どんな選択もしなかった 16 8 
欠損を出したのは，歴史的原因と政策的原因がそれぞれ首位と第2位を
占めている。その中にはつぎの要因が挙げられる。①計画体制のもとでは，
6)『経済日報』， 1996年3月29日
7)江沢民，「国有企業の改革を積極的に推進しよう」，（『北京週報』， 1995年第36号）
8)王立群，「国有企業の赤字から黒字への切り換えは任重くして道遠く」，（『経済日
報』， 1996年7月30日）
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行政と企業の職責が分離せず，企業は自主経営権をもっていない。なにを
生産するか，どれだけ生産するか，企業自分が決定できず，生産と需要と
の乖離，効率と生産物の品質の低下をもたらした。②計画体制のもとでの
「統一収入・統一支出」のやり方で，企業が利益をほとんど全額上納し，
自分が処分できる資金をもっていない。企業の減価償却基金も大部分は上
級に納めて管理され，企業が自ら使用する権限をもたなかった。「やりくり
上手な嫁も米なくしては飯が炊けない。」企業は資金をもたないから，拡大
再生産及び機械設備の増設や技術革新を行なうことが難しくなる。③計画
体制のもとでは，剌激メカニズムと競争メカニズムが存在せず，企業は国
の「大釜の飯を食う」，従業員は企業の「大釜の飯を食う」という悪平等を
助長した。④勤労者の社会的保障は国の財政部門が出資せず，企業はこの
重荷を背負って行かなければならない。⑤1980年代，「国家が資金を調達す
る制度から銀行の貸付金に切り換える」という政策を実施してから，国が
企業への投資をやめ，企業の銀行からの借金が山積し，負債がますます重
くなっている。
もちろん，企業自身の運営が拙<,管理混乱という問題があり，これを
無視してはならない。
第四に，借金山積みの状況から脱出し難いこと。
国有企業の負債状況がどれほどに達しているのか，全面的な統計はない。
そこで，次のデータからそれをおおまかに見積っておく。
財政部のデータによると， 1993年末に，国有企業の資産負債率は72％で
あった。すでに資産を管理し資金を査定した12万4千社の国有企業の資産
負債率は76％に達する叱 1994年，上述の企業の資産負債率は75.1％であ
り，もし4,400億元の「掛け売り」を算入すれば，負債率は84.1％にのぼる 10)。
また，国家経済貿易委員会の「資本構造最適化」試行の16都市の統計に
9)陳小洪，「国有企業の現状と主要な問題」，（『管理世界』， 1996年第3号）
10)任柄香，「国有企業改革の戦略的選択」，（『中国改革』， 1996年第2号）
喩新安，「企業の過度負債の結び目を解く」，（『中国改革』， 1996年第 7号）
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よると，国有大型，中型企業の負債が全資産の70.2％を占めている 11)0
さらに，杭州市では現代企業制度の試行企業が28社ある。 1994年12月末
時点でその平均資産負債率は65.2％であるが，高低の差が大きい。最低の
企業は24.16%，もっとも高い企業は94.82％にのぽった。もともと国から
企業への資金投入は不足しており， しかも企業に対して「沢を千して，魚
を取る」という政策をとって，利澗・税金上納，出費を押しつけたので，
費用を回収した後の残りは僅かである。したがって，企業は自己蓄積，自
己発展の能力をもっていない。 1980年代初頭，国家資金調達制から銀行の
貸付金へ切り換え行なわれ，企業は銀行の借金にたよって生活しなければ
ならなくなった。企業の効率が低く，資産利潤率と銀行利率の開きが大き
い。杭州市28社の平均利澗率は5.94％であるのに，銀行貸付金の年率は13
％であった。このように，企業の返済能力は極めて弱く，債務負担がます
ます重くなった12)0
安徽省阜陽市では，国有企業の平均資産負債率81%，土地価格上昇の要
因を取り除くと，実際の負債率は93.2％に達している。しかし，企業の類
型によって相違があり，大型企業の資産負債率は57%，中型企業は76%,
小型企業は91％であった。企業運営の主な問題は効率が低いことにある。
全市の工業総生産額は49億6,900万元であるが，利用した資産総額は108億
1,500万元である。また，阜陽市全市の資産利潤率は3.37％で，同期の銀行
利率と比べて見ると，わずかに利率の29.46％である 13)。
借金は山積みであるが，破産を推しすすめることはかなり難しい。前に
述べた国家統計局の調査によると，欠損企業の515社のなかに破産に直面し
ているのは407社（うち国有企業が310社）に達しているが，そのうち破産
し難い企業は303社で， 74.5％を占めている。破産が難しい理由は次の通り
である。①従業員を善処できず，勤労者は納得できない。②銀行の貸付金
11)任柄香，「国有企業改革の戦略的選択」，（「中国改革J,1996年第 2号）
12)沈堅・王茂根，「高負債のどろ沼から脱出せよ」，（『中国改革』， 1996年第 1号）
13)劉春斌，「阜陽市国有資産の運営情況と対策」，（『中国改革』， 1996年第7号）
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を返済できず，銀行は同意しない。③上級主管部門，地方政府及び企業の
リーダーはみな同意しない14)。
中国では，資産が債務を償えない企業が多いが，破産した企業の比重は
かなり少ない。例えば，国家経済貿易委員会の「資本構造最適化」試行の
18都市の統計によると， 2万余りの企業の中で資産が債務をカバーできな
い企業の比重は15％に達したが，すでに破産した企業，および破産を予定
する企業はわずか0.6％であった。これは主に勤労者の善処と銀行負債の返
済という「二大難題」が障害物になるからである 15)0
第五に，企業は社会事業を運営するという負担が重すぎること。
計画体制のもとでは，企業は本職から離脱して，さまざまな社会事業を
担当しなければならない。学校，病院，商店，民兵訓練，計画出産，知識
青年の就職対策，文化宮，クラプなどがそれである。目下企業の運営する
学校は1,800校，教員，職員は60万人，企業の病院は全国の病床総数の三分
の一を占めている16)。
第六に，余剰人員が多すぎること。
国有企業はどれほどの余剰人員を抱えているのか，種々の異なった見積
りがある。例を挙げよう。①任柄香は，「目下国有企業の余剰人員は勤労者
総数の3分の 1ないし， 2分の 1を占め，合わせて2,500万人，一人当りの
年平均給料5,000元で計算すれば，年間賃金総額は1250億元に達する」と述
べた17)。②中国社会科学院工業経済研究所の課題組は，「現在，国有経済部
門の潜在的な失業率は20-25%，約2,500万人に達する」とのべている 18)0
③国家経済貿易委員会副主任陳清泰は次のように述ぺている。「余剰人員は
14)王立群，「国有企業の赤字から黒字への切り換えは任重くして道遠く」，（『経済日
報』， 1996年7月30日）
15)陳小洪，「国有企業の現状と主要な問題」，（「管理世界』， 1996年第3号）
16)任柄香，「国有企業改革の戦略的選択」，（『中国改革』， 1996年第2号）
17)任柄香，「国有企業改革の戦略的選択」，（『中国改革』， 1996年第2号）
18)『経済研究参考』， 1996年4月6日
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従業員総数の30％を占め，一人当り年間支出が四千元であると計算すると，
国有工業企業は毎年余剰人員のために960億元支出し，昨年 (1994年）の利
潤総額を上回ることになる 19)0
国際労働機構(ILO)と中国政府労働部は， 1995年2月から 3月にかけて，
北京市，上海市，天津市，広州市，潅陽市の各種類型の300社企業を選んで
調査を行った。調査の結果によると，次の状況が明らかになった。「全調査
企業では，余剰労働力は従業員総数の18.4％を占めている。当面，各部門
の余剰労働力の比重に対する推測は次の通りである。体制改革と計画の主
管部門は25%，労働主管部門は10%~12%，研究部門は20-25%，統計部
門は20％であった。財産権が異っている企業，および規模と地区が異って
いる企業で，余剰労働力の割合は違っている。郷鎖企業では5.4％を占め，
合資企業は6.6%，国有と株式制企業は21%，サービス企業は24.1％に達す
る。企業の規模が大きければ大きいほど余剰労働力の比重は高くなる。
地域間の相違もかなり大きい。天津市は34％に達しているが，広州市は
6.6%，北京市と上海市，潅腸市は大体13-19.5％であった。地区間の相違
は，経済構造，経済成長レベル，労働力市場の状況および改革のやり方と
かかわっている。例えば，天津市は社会の安定を強調しており，企業の破
産と兼併は極めて少ない。多くの余剰人員が企業で再配箇を待っている20)。
I 「オ爪大放小」方針の実施
すでに述べたように，中国の国有企業は現在沢山の問題を抱えている。
それらをいかに解決するか。中国国内の一部の意見は，国有企業がもう「無
可救薬」，早く死ぬほうがよい，と主張している。ある学者は，かなりの国
有企業が国民経済から「退出」すべき，「民間と利益を争うべからず」とい
19)陳清泰，「国有企業改革の深化」，（『北京週報』， 1995年第48号）
20)張仲英，「余剰人員はどのくらい達するか」，（『経済日報』， 1995年 9月21日）
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う意見を打ち出した。これらの意見の核は次の通りである。①国有企業を
よく分析しないまま， もはや望みはないと考えている。②国有企業を「民
営化」することをねらっている。
また，外国では，中国の経済状況を歪曲，誤解した現象がつねに発生し
ている。例えば，エジプト『アルアハラム新聞』編集局長代行は李鵬首相
へのインタビューで次のことを述べている。「いくつかの西側の統計数字
は，中国国有企業の 7万社から10万社が重い欠損状態にあると言われてい
る。これは事実であるかどうか。」（『人民H報（海外版）』 1997年10月29日）
これは明らかに誇大にされたデータである。なぜなら，独立採算国有工業
企業は合計8万余社にすぎない。
以上の状況を考えて，まず，国有企業の地位と役割および大・中・小型
企業の規模と構造などについて，具体的なデータを挙げて把握しておきた
し、
゜
1.国有企業構造と大企業の地位
1996年7月時点で，おおまかに言うと，中国国有企業の総資産は全社会
企業資産総額の65％以上，従業人数は全社会従業人数の67％を占めている。
金融，電力，石炭，石油採取，冶金，化学工業などの重点的業種では，国
有資産総額の割合は80%～90%，郵便電信，航空，鉄道などの分野では100
％を占めていた21)0 
1995年末時点で，全国の工業企業単位は約734.2万社。独立採算工業企業
510,381社，そのうち国有企業87,905社，独立採算企業に占める割合は
17.22％である。工業生産総額と製品売上額，上納利潤・税金での比重は，
それぞれ47.88%,50.10%, 57.70％を占めている。所有制類型別の経済の
諸指標は表7が示している22)0 
21)李鉄映，「決心をかため，気塊に満ちて，大型企業の改革を速めよう」，（『経済日
報』， 1996年10月30日）
22)中国国家統計局編， （『中国統計年鑑 (1996)』中国統計出版社， 414-417ペー ジ）
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表 7 所有制別独立採算工業企業の経済指標 (1995年）
単位％
企業数 工業総生産 製品売上額 上納利潤税金
国 有 経 済 17.22 47.88 50.10 57.70 
集 団 経 済 71.29 29.29 27.39 20.86 
株 式 制 経 済 1.09 5.04 5.17 7.34 
外 商 経 済 3.47 8.77 8.54 8.34 
台湾，香港，マカオ投資経済 5.21 9.00 8.77 5.73 
表 8 独立採算工業企業の規模
（単位：社）
大型企業 中型企業 小型企業
企業数 うち国有大型企業 企業数 うち国有中型企業 企業数 うち国有小型企業
1994年 |5,187 4,009 15,191 10,508 444,861 65,214 
1995年 I6,416 4,685 16,591 10,983 487,374 72,237 
企業の規模から見ると， 1995年，大型企業は6,416社，全独立採算企業に
占める割合は1.25%，中型企業は16,591社，小型企業は487,374社であり，
それぞれ3.25%, 95.49％を占めている。
なお，国有独立採算企業は87,905社，そのうち，大型企業4,685社，中型
企業は10,983, 小型企業は72,237社，国有独立採算企業に占める比重はそ
れぞれ5.32%, 12.49%, 82.17％であった。具体的なデータは表8の通り
である 23)0 
経済指標の面においては，大中型企業は合わせて23,000社であり，全国
の工業企業に占める比重はわずか0.3％である。しかし，表9が示している
ように，従業員数は26.4%，資産額は59.1%，工業付加価値は39.6%，製
品売上額は39.9%，納税額は61.6%，利潤額は79％に達している。大中型
23)中国国家統計局編，（『中国統計年鑑 (1995)』中国統計出版社， 388ページ）
中国国家統計局編，（『中国統計年鑑 (1996)』中国統計出版社． 414ページ． 418ペ
ジー）
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表9 独立採算大中型企業の経済指標 (1995年）
単位 数量 全国の工業企業に占める割合（％）
大 中 型 企 業 数 社 23,007 
う ち特大型企業 215 
大 型 6,201 
中 型 16,591 
大中型工業企業従業員数 万人 3,891.3 26.4 
大中型工業企業の資産額 億元 52,205.3 59.1 
工 業 付 加 価 値 億元 9,651.2 39.6 
製 品 売 上 額 億元 30,847.1 39.9 
納 税 額 億元 2,860.5 61.6 
郷以上の工業企業に占める割合（％）
利 潤 額 億元 1,291.3 79 
工業が中国の経済発展を推進するうえで中心となる力であることが判
る24)0
国有大中型企業の国民経済での地位と役割は表10が示している25)0 
このように，国有大中型企業は15,668社で，工業企業単位全体に占める
割合は0.2％に過ぎないが，資産額，工業付加価値，製品売上額，納税額，
利潤額では大きなウェイトを占めている。
改革•発展の過程で，国有工業企業は生産額での比重が縮小する趨勢を
呈しているもの，その地位はやはり無視できない。工業生産額に国有工業
が占める割合を産業部門別に見ると表11の通りである 26)0
表10,11が示しているように，国有企業は，国民経済の中で基礎，中堅，
先導の役割を果している。それはエネルギー，交通，通信，主要原材料，
工業技術設備の主要な提供者であると共に，国の重要な財政収入源でもあ
24)中国国家統計局，「第3次全国工業センサス主要データ公報」，（『経済日報』， 1997
年2月19日）
『日中経協ジャーナル』雑誌， 1997年第3号
25)注24に同じ
26)注24,注25に同じ
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表10 国有独立採算大中型企業の経済指標 (1995年）
単位 数量 工業企業単位全体に占める割合（％）
企 業 数 社 15,668 0.2 
資 産 額 億元 39,346.4 44.5 
工 業 付 加 価 値 億元 7,122.1 29.2 
製 品 . ＝ ノし 上 額 億元 21,518.8 27.9 
納 税 額 億元 2,265.5 48.8 
郷以上の工業企業に占める割合（％）
利 潤 額 億元 705 43.1 
表1 工業生産額に国有工業の占める割合 (1995年）
産 業 部 門 国有工業が占める比重（％）
石炭 66.5 
石油，天然ガス 95.4 
石油加工，コークス 83.1 
化学原料，化学製品 48.5 
製薬 47.9 
鉄鋼 60.9 
非鉄金属，圧延加工 46.9 
専用設備製造 42.8 
交通運輸設備製造 45.9 
電力 77.4 
ガス 88.6 
水道 84.0 
る。国有大中型企業，とりわけ大型企業は，中国国民経済発展の大黒柱で
ある。
社会主義市場経済と中国国有企業の現状に基づいて，中国政府は1995年
に「分類指導，す爪大放小」という方針を打ちだした。ここ数年，「オ爪大放小」
に対する認識と政策については，諸説紛々の状態で，混乱の現象が現われ
た。例えば，①「オ爪大放小」は，行政部門が下放された権利を回収するこ
とであり，中央政府は中央に属する大企業の権利を回収し，地方は地方に
属する企業の権利を回収するという認識，②「す爪大放小」は，大企業の改
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革と調整に取り組んで，小企業に対しては，国が手を引き，気ままにさせ
るという認識，③「す爪大放小」は，大企業の改革を行い，小企業をすっか
り売却し，またはそれを「民営化」させるという認識，などがそれである。
外国での一般的な見方は，「放小」とは，小型企業の自由化・売却・民営
化であり，「す爪大」とは，大型企業を株式会社に改編することである。そし
て株式制イコール資本主義であり，「振大」にしろ，「放小」にしろ，とに
かく中国は資本主義の道に沿って発展していくであろう，と考えてられて
いる。
「振大放小」はどんな内容をもっているか，いかに理解すべきか。この
点での中国政府の指導的思想と政策決定を捉えるために，いくつかの公式
文書を引用しよう。
2．中国政府の指導的思想と「狐大放小」の方針
中国政府の指導的思想と「す爪大放小」の政策決定は，中国共産党と政府
の決定及び指導者の講話・報告から窺われる。
中国共産党第14期 3中総 (1993年11月）が採択した「決定」の中では次
のように規定されている。
「公有制を主体とする現代企業制度は社会主義市場経済体制の基盤であ
る。」それは「わが国の国有企業の改革の方向である。」「国有大中型企業は
国民経済の支柱であり，現代企業制度を推し進めることは，経営管理水準
と競争能力を高め，よりよく主導的役割を発揮するうえで重要な意義があ
る。」また，「一般の小型国有企業のあるものは請負経営， リース経営を実
行してもよいし，あるものは株式合作制に改組してもよく，また，集団あ
るいは個人に売却してもよい。」
江沢民主席は，上海，長春での座談会 (1995年）で次の意見を述べた。
「国有大中型企業は国民経済の支柱である。国有大中型企業を立派に経
営することは，中国の経済力の増強，人民の生活水準の向上，社会安定の
維持，中国の特色をもつ社会主義の建設にとって重要な意義をもつ。」「公
有制経済の主体的地位と国有経済の主導的役割がなくなったら，中国の特
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色をもつ社会主義の建設も不可能である。そのため，国有企業，とくに大
中型企業を立派に経営することは，国民経済全体の発展にかかわる重大な
経済問題であるだけでなく，社会主義制度の運命にかかわる重大な政治問
題である。」
1995年9月28日，江沢民主席は共産党14期5中総での講話の中で再び公
有制の主体的地位と「振大放小」の方針について次のように述べた。
「公有制の主体的地位を堅持することは，社会主義の根本原則であり，
わが国の社会主義市場経済の基本的メルクマールでもある。改革，開放と
現代化建設の全過程で，われわれはこの原則を堅持しなければならない。」
「現代企業制度づくりの目標に基づいて国有企業改革を積極的に推進し，
大型国有企業の経営改善に力を入れ，一般的小型国有企業をいっそう自由
化し，活性化しなければならない。」
また，江沢民主席は，「一国の経済発展と工業化の実現，およぴ経済全体
の素質の向上は，主に大型企業と大型企業集団にたよる。」とも述べている。
1995年9月，李鵬総理は，第9次5ヵ年計画と2010年長期目標策定に関
する説明の中で，国有企業改革の「分類指導」原則を次のように述べてい
る。
「わが国は公有制経済を主体とし，国有経済を主導とすることを堅持し，
国民経済の中で中堅的役割を果たす一部の大型企業と企業集団を重点的に
立派に運営しなければならない。国有小企業に対しては，それぞれの状況
に応じて改組，連合，合併，株式合作制， リース，請負経営，売却などの
方式をとって，改革と改組のテンポを速める。とりわけ県所属企業に対し
ては， もっと自由にしてもよい27)。」
筆者は以上の決定，報告の要点が次の三つであると思う。
第一に，中国政府は首尾一貫して公有制の主体的地位と国有経済の主導
的役割を強調している。公有制の主体的地位と国有経済の主導的役割は，
27)『人民日報（海外版）』， 1995年10月6日
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中国社会主義制度の基礎である。中国の経済体制改革は，社会主義の枠内
での自己改善，自己発展であり，決して公有制を捨てるものではない。現
在の中国の歴史的・社会経済的条件のもとでは， もし公有制を取り消し，
全面的な「民営化」（即ち私有化）を推し進めると，中国の特色をもつ社会
主義制度と社会主義市場経済がふいになって，「官僚資本（元国有経済）プ
ラス外国資本プラス買弁資本（外国資本に奉仕する資本）プラス新興資本）
という「四位一体」の勢力が支配することになり，半植民地の特色を持ち，
崎形の経済的，政治的システムヘの道を歩むに違いない。それに伴い，搾
取制度の全面的な復活，両極分解の激化，生産力の大破壊，社会の震動な
どの悪い結果をもたらすであろう。その情勢は，旧ソ連崩壊後のロシアよ
りもなおさら悪くなるであろう， と想像に難くない。
第二に，「分類指導」の原則と「オ爪大放小」の方針に基づいて，国有企業
の改革を推し進めること。「オ爪大放小」とは，大型企業をしっかりつかんで，
その制度の改革と経営改善に力をいれ，小型国有企業をいっそう自由化，
活性化し，それぞれの状況に応じて，改組，連合，合併， リース，請負経
営，株式合作制，売却などの方式をとって，改革と改組のテンポを速める
ことである。
第三に，小型企業の改革を無視してはならない。国有小型企業は，その
規模は小さいけれども，その改革は決して小さな問題ではない。その理由
はつぎの通りである。①数が多い。 1995年，国有小型工業企業は7万2千
社があり，国有採算企業の81％以上を占め，従業員の60％を占めている。
そのうえ国有小型企業は散らばって，全国の2,000余りの県，市の経済的主
体になっている。②欠損企業が多い。 1994年赤字の国有工業企業は2万4
千社，そのなかに小型企業が82.1％をしめる28)。③負債率が高い。安徽省阜
陽市の調査によると，全市国有企業の平均負債率は81％であったが，その
28)「小型企業だが決して小さな問題ではない」，（『経済日報』， 1995年11月7日）
58 (446) 第 43 巻第 3 号
中に大型企業の負債率は57%，中型企業は76%，小型企業は91％に達し
た29)。④国有資産の流失がきぴしい。関係部門の推測によると，国有小型企
業の資産流失率は資産純額の82.8％であるが，中型企業59.4%，大型と特
大型はわずかに15.2％である 30)。
「オ爪大放小」のテスト・ケースとして，中国政府は次の措躍を取った。
①国家経済貿易委員会が選んだ1000社の重点企業での試行。
1995年上半期，有力な企業1,000社を選んだ。そのうちの878社の工業企
業は，国有大中型企業31,134社の2.82％を占めるだけであるが，資産総額
は63%，生産額は69.6%，販売額は70%，利潤・上納税金は74％をそれぞ
れ占めている 31)0
1996年， 1000社のうちの300社について重点的な取組みが行なわれた。国
が扶助政策を行い，メイン・バンクを決め，重点企業は銀行からの融資を
受け，資金支援を獲得した。 1997年，このような重点企業は新規に211社増
えて， 511社になった。
②国務院の指定した100社での現代企業制度改革試行。
この試行は， 1997年現在，解体された 1社と合併された 1社を除き，ほ
とんどの企業で実施の段階に入っている。
③国務院の指定した大型企業集団試行。
企業集団の試行は1995年の57社から1997年の120社に拡大した。李鵬総理
の報告では，次のように指摘されている。「地域や業種を越え工業・技術・
貿易が結合した大型企業集団を育成し，その競争力を高め，かつ関連企業
の発展を促すために，国は既に57社の企業集団を実験拠点としたが，今年
はこれを120社に拡大する 32)。」
29)劉春斌，「阜陽市国有資産の運営情況と対策」，（『中国改革』， 1996年第 7号）
30)注28に同じ
31)注19に同じ
32)「第 8期全国人民代表大会第 5回会議における政府活動報告」，（『経済日報』， 1997
年 3月16日）
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企業集団は，規模が大きく，資金が多きく，強大な大型企業である。例
えば，第一自動車集団（長春市）は，ストック資産（「存量資産」或は「現
有資産」，即ち「ある時期での資産数量」）の流動と改組を経て，現在集団
に直属する工場39社，集団が全額出資した子公司，子企業12社，集団の持
株（控股）子企業11社，株参入企業13社， 244社の協力企業および協力集団
をもっている。
これらの企業集団は国民経済の発展に重要な地位を占め，大きな役割を
果している。例えば， 1995年，吉林化学工業公司の利潤は吉林省工業企業
利潤総額の54.4％を占める。武漢鉄鋼公司の利潤額は湖北省工業企業全体
の利潤総額の47.1％を占める。
大型公司，大型企業集団の編成と発展は，中国政府の改革・改組の戦略
としてうち出された。「国家経済体制改革実施要点」の中では次のように規
定されている。「『公司法』にもとづいて大型公司，大型企業集団を編成し，
力を集中して国の指定した大型企業を立派に運営する。国家の企業集団試
行の範囲をひろげ，新公司，子公司の体制を規範化することも含めて，改
善する。各地区，地元の優位点に立脚し……地域や業種，所有制にまたが
る大型公司，大型企業集団を編成すべきである。資産流動と企業集団を編
成すべきである。資産流動と企業改組の過程で必要とする政策的サポートを
与える 33)。」
④国家持株公司（控股公司） 3社の試行
中国石油化学工業総公司と中国非鉄金属工業総公司，中国航空工業総公
司をテスト・ケースとして，国家持株公司の試行を行う。現在，実施の段階
に入り，規範化の方向に向かって発展している。
⑤地方政府の指定したテスト・ケース試行
企業は2,588社で，現在試行の仕事が全面的に展開しつつある。
以上の諸試行のうち，以下ではとくに②の百社試行をとりあげたい。
33)「1997年国家経済体制改革実施要点」，（『経済日報』， 1997年3月28H)
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数かずの困難を抱えている国有企業の改革を深化させ，その深い層の矛
盾を解決するために，中国は西側の経験を参考にして，株式制を導入する
ことも含めて，社会主義公有制をふまえた現代企業制度をうちたてること
をねらっている。中国政府が構想した社会主義的現代企業制度の特徴は，
公有制を主体とする土台のうえに，企業は全法人財産権を有し，自主的経
営を行い，独立した法人実体と市場競争の主体となることである。その特
徴は次の言葉で総括される。即ち「財産権がはっきりし，権限と責任が明
確で，行政と企業が分離し，科学的管理を行なう」ということである。
上述の目標をめざして，中国政府は大型企業100社を選んで，株式制への
改組を試行した。
1.百社試行の状況と分析
1995年から始められた100社改革の試行の狙いは，有限責任公司または株
式有限公司を主要形態として現代企業制度を確立することにある。中国政
府の考えによると，有限責任公司と株式有限公司への改組は，国有企業の
改革にとって次の利点がある。①投資主体の多元化を実現できること。こ
れまで国が単一投資として負ってきた，企業に対して資金調達と無限責任
負担を解除することに役立つ。②財産関係をはっきりさせること。公司に
おける国有資産の所有権は国に属し，出資者は企業に投入した資本額の所
有権を有し，企業は国を含む出資者の投資によって形成された全法人財産
権を保有する。③行政と企業を切り離し，経営メカニズムを転換させるこ
と。公司はその全法人財産権を持って，自主経営，損益自己負担をおこな
い，市場ニーズにもとづいて生産経営を組織し，政府は企業の生産経営活動
に直接介入しない。よって，行政と企業を分離させ，経営メカニズムを転
換できる。
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中国政府は，株式制改編のプロセスで，国有独資公司を排除しないもの
の，それを主な目標と看倣さない。『公司法』の第64条は，「国務院が確定
した特殊生産物を生産する公司または特定の業種の公司は，国有独資公司
の形態を取るべきである。」と規定している。 1993年中国共産党14期3中総
にて採択された社会主義市場経済体制に関する決定の中では次のように規
定している。「一部特殊製品を生産する公司と軍需産業企業は国が独資で経
営すべきである。」明らかに『公司法』で言われている「特殊生産物」，「特
定業種」とは，少数の軍工生産や造幣工場などでの生産物に限られている。
1995年から始められた100社現代企業制度改革試行は，一年余りが経過し
て，元来の目標を達成せず， 80％近くの企業が国有独資公司の形態を選択
した。
なぜ大多数の企業が国有独資公司の道に歩むのか，次の理由が挙げられ
る。
第一に，多元化のルートでは資金調達が困難であること。試行企業の規
模が大きく，資金が多い (10~200億元に達する）。しかし，企業の運営が
うまくなく，効率と投資回収率が低いので，国内外の投資者は進入を望ま
ない。
第二に，利潤上納と税金政策に問題があること。政府の規定によると，
国有企業と国有独資公司は，税金面での優遇を享受し，所得税の15％を免
れることができる。また，国有独資公司とそれに所属する企業の納税後の
利潤は企業に留保する。それゆえ，試行企業の普逼のやり方は，国有独資
公司に改編し，減税と利潤留保の優遇を享受しようとする。そしてその管
轄下に子公司としての株式公司を編成しようとする。
第三に，国有資産管理制度の改革が立ち遅くれていること。現在の国有
資産管理体制はおおまかにいうと，次の図の通りである。
もとの国有資産は名目上政府に属するが，実際には主管部門が所有権を
行使する。改革によって，業種の主管部門または総公司は改組され，投資，
経営実体になる（名称は持ち株公司や投資公司，経営公司）。投資経営実体
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は
国務院
婁直の主管謳1"を政饂または農眉0曇公司を改纏
闘賣紐難魯難（名称は持株公司や投資頌，経営頌）
?
?
?????
法人実体
多元化公司
は多元化公司へ投資し，それと同時に，国有資産（国有株）の代表者を派
遣し，企業の役員を担当する。大型企業と大型企業集団の状況はこれとは
異なる。企業は政府から「授権経営」される。つまり企業は国の出資（資
産）の代行者となり，経営権を獲得する。現在，財政部の傘下に国有資産
管理局が設けられたが，それは国有資産の投資，価値の保持と増加などの
役割を果していないと言われる。
上述の如く，多元化公司に改編すると，「上」（国有資産投資経営実体）
の役割から国有資産代表としての「老板」（ポス）を引き受けなければなら
ない。国有独資公司の場合は，企業自身が国有資産の投資主体の代行者の
身分をもっている。一つめは，自己が老板（ポス）のポストにつき重大事
項の意思決定権を確保する。二つめは，税金の優遇を享有し，納税後の利
潤は企業に留保される。
第四に，国全体の改革がセットされていないこと。実践が立証したよう
に，国全体の改革はなかなか困難で，制約を受けないわけにはいかない。
例えば，公司は投資決定権をもつべきであるが，現在の計画，投資，金融
システムはしばしば公司の手足を縛っている。例えば，人事の面では， も
との幹部管理制度をいかに公司制度のレールに結合するか。 57社の試行企
業の統計によると，取締役会長が党書記を兼任するものは37社，取締役会
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長が総経理を兼任するものは26社，取締役会長，総経理，党書記の「三位
一体」のものは18社である。
国有独資公司は若干の改良をもたらしたけれども，抜本的に古い体制の
歪みを打破することができない。なぜなら，企業は国からの一元化出資に
よって編成され，国から「授権経営」し，国家の所有権と企業の法人財産
権を切り離すことが困難である。
また，前に述べたように，古い人事制度によって，国有独資公司に役員
を派遣する状況のもとで，党，政府部門が企業へ干与することは免がれな
い。したがって，国有独資公司は伝統的な企業システムとくらべて大同小
晃にすぎない34)。
以上の状況に基づいて，当初 2年の期間で，即ち， 1995年から1996年末
にかけて，百社試行を完了する予定であったが， 1997年末まで延長するこ
とになった。国家経済貿易委員会主任王忠馬の考えによると，「国有独資公
司に改められたものは，資産の再編を通じて，新しい投資者を吸収し，投
資主体の多元化を実現させる。」とされている35)0 
2.中国における株式制発展の展望
中国では1980年代始められた株式制試行， とりわけ1995年いらいの百社
試行の経験にもとづいて，国有企業改革の情勢が逼迫していることを考え，
1997年9月に開かれた中国共産党第十五回大会は， とくに株式制の実施を
強調した。その主な内容は次の通りである。第一に，株式制は現代企業の
資本組織形態の一種で，資本主義はこれを利用することができ，社会主義
もこれを利用することができる。第二に，株式制は公有であるか，それと
34)藤本 昭，「国有企業改革の現状と課題」，（『B中経協ジャーナル』雑誌， 1997年第
2号）
35)砕小和，「百社現代企業制度試行論評」，（『経済日報』， 1996年10月31日， 11月1日，
11月2日， 11月5日）
「正念場を迎える国有企業の改革」，（『北京週報』， 1997年第 9号）
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も私有であるかと大雑把に言うことはできない。カギは持株権が誰の手に
あるかである。国と集団に持株権があれば，顕著な公有性をもち，公有資
本の支配範囲の拡大および公有制の主体的役割の増強に役立つ。第三に，
大中型国有企業に対し規範化した公司改制を行い．今世紀末までに大多数
の大中型国有企業が現代企業制度を初歩的に確立する。
株式制は社会化大生産の発展の産物であり，現代化大生産に適応する現
代企業の組織形態と経営方式である。その長所としては次の四点が挙げら
れる。第一に，財産権がはっきりし，所有権と経営権の分離に役立つ。企
業の国有資産の所有権は国に属し，企業は国を含む出資者の投資によって
形成された法人全体の財産権を保持する。第二に，企業は市場の需要に応
じて自主経営を行い，損益自己負担をし，政府は企業の生産経営活動に直
接介入せず．政府と企業の職責分離に役立つ。第三に，社会生産とりわけ
大規模なプロジェクトを行うために，大量の資金がなくてはならない。株
式制は社会における資金の蓄積に役立つ。第四に，企業は科学的な管理制
度を行い，労働生産性と経済効率の向上に役立つ。
しかし，株式制の実施は，功をあせってはならない。株式制の発展のス
ピードは．人間の主観的な願望によってではなく．客観的な条件がそろっ
ているかどうかによって決定されるべきものである。主に次の諸要因が挙
げられよう。第一に，株式制企業を創立する際，財産権をはっきりさせ．
国有資産の確定・評価をしっかり行い．国有資産の流失を防止し，さらに
企業の人材，管理レベルを整えるなどの条件がなければならない。第二に．
株発行を通して，確かに社会の資金を集めることができるとはいえ， しか
し，株上場の前提としては，企業の資本が5千万元以上，「開業三年以上．
最近の三年間連続して利潤をうる」（中国『公司法』第152条）という条件
を満たさねばならない。第三に，孤立的に株式制を発展させることは難し
く，各項の関連改革を推し進めなければならない。なかでも政府の機能を
改め，政府機構を革新し．ほんとうに行政と企業を分離させることが必要
である。又，共産党はいままでの幹部管理．任命制度をいかに株式制に照
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応して転換するか， という問題を解決すべきである。第四に，社会向け株
式の公開発行と上場は，投資家の購買能力と株市場需給関係，および国内
外の株市場の発展状況などを考慮する必要がある。
株式制は現代企業制度を築き上げる重要な組織形態であるが，それを推
進することは，やはり「穏当に推し進め，厳格に規範化し，健全に発展さ
せる」という方針を堅持すべきである。さらに，行政的手段にたよって，
「三年間にすべての企業を株式制に改めなければならない」，という強制
的，命令的やり方は大間違いである36)。株式制企業の設立は『公司法』が規
定した条件に適応しなければならない。条件が具備しない場合は積極的に
それを創設すべきで，苗の成長を助けようとし苗を抜く， ということはい
けない。看板を取り替え，形式・表面だけを変えて，実質・中味を変えな
いということは，改革の要請に合致せず，国にとっても許されない。中国
における株式制の発展の歩みを見ると，大・中型企業の株式制への改編は，
容易にできることではない。例えば， 1995年，中央主管部門と省，市，自
治区は大型企業1,llO社を推薦した。その中から強力な企業500社が選ばれ
た。この500社企業の組織構造は表12の通りである37)。
表12 国有大型企業500社の組織構造 (1995年）
企業数（社） 純資産額（億元） 500社企業にしめる割合（％）
国家独資企業（国有独資公司を含む） 311 7,152.2 61.57 
国 有 企 業 集 団 123 3,803.6 32.74 
株式制公司と有限責任公司 34 246.8 2.12 
上場株式制公司 23 358.3 3.08 
＾ ロ 資 企 業 ， 56.4 0.49 
500社大型企業の中で，国有独資形態は311社， 61.57％を占め，株式制公
司と有限責任公司および上場株式制公司は57社， 5.20％を占めている。こ
36)陳西省宝鶏県裁判所湯偉誠，「中央指導者への手紙」，（『経済日報』， 1997年11月
7日）
37)『経済日報』， 1995年10月24日
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れは大型企業の改革が現代企業制度を確立するという目標にほど遠<,投
資主体多元化の株式制への改編は容易なことではなく，改革の任務がかな
り重いということを物語っている。
株式制企業の発展過程で，自国の実践の経験をよく総括し，株式制をま
すます規範化させるべきである。それと同時に，外国の先進的システムと
経験に学ぴ，それを参考とするよう心がけることは必要である。だが，そ
のマイナス面と歪みを無視せず，戒とする。
IV 小型企業の改革と株式合作制
1.小型企業改編のさまざまな形態
前に述べたように，「株式制」は株を発行し（株式有限公司）または出資
者証明書を出す（有限責任公司）という企業の組織形態である。「株式合作
制」はこれと違う。それは，国有小型企業が資産の画定・評価をしてから，
その資産純額を「株」のかたちで自社の従業員に売り渡し，企業は国有国
営から勤労者の協同経営の形態になることである。株式合作制は株式制で
はないし，また従来の合作社とも違っている。それは株式制のいくつかの
やり方を吸収して，従業員の共同出資と共同労働を土台とする合作制企業
である。（この問題はのちほど「株式合作制の性格について」の部分で一歩
進んで説明したい。）
国家体制改革委員会の数字によると， 1996年 9月時点で，全国では，都
市部株式合作制企業は14万社，注冊資金（即ち政府主管部門で登録された
資金）は783億元で，農村株式合作制企業はすでに300万社にのぽった38)0
株式合作制は，現段階の生産力の発展水準に照応した独立の企業の組織
形態として，国有小型企業と集団企業の改編の重要な形態になった。
38)張皓若，「改革の力を強化し，国有経済を活性化させる。」，（『中国改革』， 1996年
第9号）
中国国有企業改革における「孤大放小」方針（王） （455) 67 
各地方で，さまざまな形態をとって小型企業の改編が推し進められた。
ここに数例を挙げておきたい。
江蘇省。 1995年末，江蘇省農村部郷鎮株式合作制企業は35,439社で，郷
村の集団企業総数の40.5％を占める。株資金総額は232億7,500万元に達し，
その中に，集団株は57%，従業員個人株は25.4%，法人株は9.2%，共享株
（従業員集団所有）は6.8％を占めている39)0 
山東省祈源県。次の形式をとって，改革を行った。①県に属する企業4
社と郷鎮企業364社を株式合作制企業に改編する。②郷鎮企業4社を売却す
る。③企業6社を企業集団に改組する。④県に属する企業8社と郷鎮企業
10社は兼併を行う。⑤破産企業は4社ある40)。
広東省潜江市。その主なやり方は次の通り。①国有企業と郷鎮企業を改
組して，有限責任公司65社と株式合作制企業368社を創設した。②外資を導
入する「三資企業」は55社，資金総額は9,598万ドルに達した。③リース，
請負経営は68社。ほかに兼併，破産，売却を行っている41)0
広東省順徳市。 1994年末，改編済みの企業は876社で，企業総数の82.7%
を占める。その中に，①従業員持株の株式制企業は78社，②「公有民営」
企業は431社，③「公私合営」企業は124社，④「中外合資」企業は32社，
⑤株式公司は 7社，⑥売却は22社などを含む42)0
国有小型企業の「自由化・活性化」形式は二つの種類に分けられる。一
つは財産権の変更にかかわらない。例えば，連合，請負経営， リース，委
託経営などがそれである。もう一つは，財産権の変更に関連する。兼併，
株式制，株式合作制，売却などの形式がそれである。
39)張歩甲，「資本の再編を推し進め，中小型企業改革のテンポを速める。」，（『中国改
革』． 1996年第9号）
40)王興竜・劉豊伝，「現代企業制度の道を探す」．（「中国改革』． 1996年第7号）
41)馬栄華，「改革と発展の相互推進」，（『中国改革』， 1996年第9号）
42)『経済日報』． 1997年11月7日
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2.山東省諸城市の経験
ここでは，諸城市の経験を取り上げよう。諸城市の小型企業は272社あり，
そのうち61社，つまり企業総数の22.4％をリース，兼併，財産権移転，破
産などの形式で改編をした。ほかの211社，つまり，企業総数の77.6％は，
主に株式合作制を選んだ。市に属する国有企業は35社，集団企業の 8社，
供給販売合作社企業の46社，郷鎮企業の121社はすべて株式合作制企業に改
組した。市に属する32社企業の資産評価の状況は，資産総額が9億4,124万
元，負債総額が6億7,310万元，損失資産総額が1,564万元，資産純額が1
億5,250万元であった。非経営性格の資産を分離してから実際に売却された
資産は，わずかに1,550.6万元であった。全市の改組された272社企業は，
計8,910.6万元の売却金額を回収した。
資産を評価してから，生産経営資金を株に換算し，株を従業員に売り渡
し，企業内部の従業員全体持株の株式合作制企業に改組される。株式の購
買額については，多数の企業は最低5,000元，指導者の額は従業員の 2-4
倍との基準が規定された。株式合作制企業の財産関係と管理は次の通りで
ある。①企業の全資産は従業員個人所有とし，集団がそれを占有し，共同
で使用する。②労働に応じた分配と株に応じた配当とを結びつけて，公共
の蓄積金を留保する。③取締役会の指導のもとでの総経理責任制を実施す
る。
株式合作制企業の性格について，諸城市は，改組後の資産が従業員全体
に属する「共同所有」「共有財産」であり，「個人権利」の土台のうえに打
ち立てられた「共有制」であり，それは社会主義市場経済の条件のもとで
の新型経済だと認定している。国有企業を株式合作制企業に改組して， も
との国有資産は従業員の「共同所有」になる。たとえ国有経済を取り消し
ても，資産の姓は「国」ではないけれども，やはり集団経済として「公」
を姓とし，「私」だと言えない。このように主張されている。
このような諸城市のやり方は，「売り尽くし」・「私有化」といううわさと
論争を引き起した。 1996年初頭，国家体制改革委員会副主任の洪虎が調査
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組を率いて諸城市に入り，その経験を肯定した。調査組のメンバーは国家
体制改革委員会，国務院研究室，国有資産管理局，中国人民銀行，国家土
地局，中国共産党中央党学校などの21人を含んでいる。すぐあと，『経済日
報』は「諸城現象シリーズ報道」を発表した43)0
中国共産党第十五回大会は，ここ数年の小企業改革の過程で広はんに利
用した株式合作制の経験を肯定した。当面都市と農村の株式合作制経済は，
「労働者の労働連合と勤労者の資本連合を主体とする集団経済」であると
認定した。
3.株式合作制の性格について
第15回大会の前夜， 1997年8月に，国家体制改革委員会は「都市株式合
作制の発展に関する指導的意見」を公布した。それから外国の一部のメデ
ィアは，株式合作制を株式制の新しい形態だと考えている。ひいては株式
合作制は，これから中国における株式制の主要な形態になるだろう，と誤
解している44)。
株式合作制は，「社会主義市場経済の中の集団経済の新しい組織形態であ
る」（「指導的意見」）。それは株式制のいくつかのやり方を用いるが（例え
ば，従業員は共に出資し，自社の国有財産を購買し，自社の株主となるこ
と。出資形態としての株に応じて配当金を享有すること。出資額に限って
企業の債務に有限責任を負うこと，など），しかし，株式制と株式合作制を
同一視してはいけない。その相違は次の通りである。一つめは，株式制は，
株または出資証明書（有限責任公司の場合）で社会から資本を蓄積する財
産の組織形態であり，その土台は資本の連合である。これと違って，株式
合作制は，従業員が合同で出資し，かれらが働く工場の国に属する財産を，
株式の形式で購買する。その基礎は勤労者の労働の合作である。二つめは，
43)『経済日報』， 1995年11月7日， 1996年3月29日～ 4月3日
44)国家体制改革委員会副主任洪虎，「株式合作制を語る」，（『人民日報』（海外版），
1997年10月13日）
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株式制企業は一般的に一つの株が一つの表決権をもっているが，株式合作
制は，一人が一票の表決権を有し，勤労者に平等な権利を与える。
1950年代中期から1979年にかけて，つまり改革の前に，中国における都
市と農村の集団経済は，生産力の発展にある程度のプラスの役割を果たし
たが，その歪みを無視できない。主な問題としては，第一に，所有制関係
の面において，所有者は架空のもになって，集団経済のメンバーは本当の
主人公になっていないこと，第二に，分配の面において，格差を認めず，
均等主義を行うこと，第三に，管理の面において，働き手は管理に参加で
きず，そのうえ，強制的，命令的な現象が少なくないこと，などが挙げら
れる。
株式合作制は改革の過程で生まれ出る事物である。それは企業内部の協
同労働をふまえて，勤労者の労働連合と共同出資の資金連合によって結成
された共同体である。それは社会主義市場経済の要請にかなう新しいタイ
プの集団経済である。筆者は，株式合作制の集団性格を保っために，次の
条件がなければならないと考える。それは，①従業員間の持株の格差があ
まりに拡大しないこと，②労働に応じた分配と株による配当の割合にうま
く対処すること，つまり，一般的な状況のもとでは，労働に応じた分配は
配当金を上まわるべきであること，③勤労者は本当に企業の管理に参加し，
とりわけ，幹部の適任者を選択．任命し，不適任または無責任者を更迭で
きるということ。
v 国有企業「退出論」をめぐる学界の意見相違
中国政府が「狐大放小」方針をうち出してから，学界と実務に携る人が
さまざまな意見を提起した。なかにも目立ったのは国有経済「退出論」で
ある。ここでこの見解をめぐっておおまかに探求したい。
故部小平氏は，中国経済特別区の「姓資」「姓社」の論争について，かつ
て，「論争せず，テスト，実践しよう」，という意見を提起した。それから
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表面的に一時沈静したが，実のところ，論争はずっと止むことはなかった。
1.国有企業「退出論」の主張
一部の経済学者は，国有経済がかなり多数の産業部門，業種から退出し
て，国有経済の支配を縮小，弱体させるべしという意見を提出した。その
代表としての王廷，張志平らの見方を紹介しておきたい。
1995年9月，中国共産党中央党学校教授である王珪と魯江は，「国有中小
企業の改革のテンポを速めよう」という論文の中で次のように述ぺている。
「もし国有大型企業の改革が国有経済内部の財産権関係をすっきりさせる
ことに着眼することにあると言うならば，国有中小型企業の改革を考える
筋道は国有経済をとび越えるべきである。これらの企業の国有的性格を改
変すべきである。」「中小型企業は一般的に国民経済の命脈を掌握しておら
ず，国有経済はこの分野から退出し，大勢の社会的成員を中小型企業の財
産権の主体にすべし45)。」簡単に言えば，国有経済は中小型企業 (1995年時
点で，国有独立採算中小型工業企業は 8万3,220社）から退出し，その公有
制形態と国有制形態を捨てて，「多勢の社会的成員」が中小型企業の財産権
の主体となる，つまり，それを民営化する，という主張である。
1996年6月，王廷は「国有企業改革と国有資産再編」という論文の中で
自分の見解を十分に述ぺた46)。その要旨は次の通りである。
①「国家所有制と私的所有制は少量でよく，勤労者の個人株式所有制が
主要な経済形態になるべきである。集団所有制，集団経済は主体的経済で
ある。国家所有制と私的所有制の比重は小さくし，両端を小さくて中間を
大きくしなければならない。」「おおまかなデータを言うと，それは二つの
25%，即ち国家所有制は25％を占めるともう十分で，集団所有制は50%,
各種の私人的所有制は25％を占める。」「現在わが国の国有制の割合は約40
45)王廷・魯江，「国有中小型企業の改革のテンポを速めよう。」，（『経済日報』， 1995
年9月25日）
46)王廷，「国有企業改革と国有資産再編」，（「中国改革』， 1996年第 6号）
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％であるが，私の見方によると半分ぐらい下がるべきである。」
②「私が主張している集団経済形態は，勤労者の株式制または株式合作
制である。」「それはもとの集団経済の概念と違う。」「計画経済の条件のも
とでは集団所有制と全人民所有制とはなんら区別がなく，ただ規模の面で
の相違，量的相違であって，質的相違ではない。なぜなら，実にこの二種
類の所有制はみな勤労者を生産手段から分離させている。この点から言え
ば，資本主義となんら区別がない。」
③王廷は大型企業を次のように分類する。「一つめは，純粋の意義の国家
所有制，特殊の意義をもつ企業である。」そのなかには「軍工企業」，「資源
独占企業」，「公益企業」が含まれる。「これこそ本当の国有企業で「国有国
営』『国有民営』『リース経営』などのいずれの経営方式を取ってもよいが，
所有者は国家である。」
「二つめは，国民経済の命脈を掌握する企業である。」その中に基礎産業
（エネルギー，運輸，通信など），支柱産業（機械製造，冶金，建築，自動
車など）およびハイテク産業を含む。「このような種類の企業の財産権再編
の方向は，国家が株式を支配した，複数経済構成が参加する混合経済であ
り，つまり株式制公司，現代企業制度を打ち立てることにある。」「国家株
はかなり大きい割合を占めるべきではなく，国有資産の三分の一または二
分の一を売却して，株を支配できれば十分である。」
「三つめは，一般的な競争の性格をもって，利益をうる企業である。こ
のような種類の大型企業は，国民経済の命脈も掌握していないし，主導的
役割も果さない。その目標はたった一つしかない，つまり金をもうけるこ
とである。原則的に言うと，国家資本はこのような企業から順次に退出す
べきである。民間と利益を争ってはいけない，利益を争う結果としては国
家の独占が必至である。」
張志平らは「いかに行政と企業を分離させるか」47)という論文の中で王珪
47)張志平・雀剣・孔東風，「いかに行政と企業を分離させるか」，（『中国改革』， 1996
年第 6号）
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と類似の意見を発表した。その主な内容は次の通りである。「国民経済のイ
ンフラ分野，社会公益分野と特殊産業分野の企業」では『国有国営』を実
行する。」「国民経済の基礎産業と支柱産業」では，「国家が株式を支配する
と同時に，政府以外の社会法人と私的資本の参入を許すべきである。」「一
般に競争の性格をもつ企業」では，「政府は徹底的に退出すべきであり，政
府は今後このような企業の所有者または株主にはならない。」
2.「退出論」に対する反発
上述の「退出論」の意見は政府のプレーン・トラスト，学者の猛烈な反
発をまねいた。元国務院政策研究室主任の哀木は， 1996年に発表した「国
有企業改革に関する12ヵ条の意見」という論文の中でつぎのような内容の
意見をのべている。「国有企業改革の目的は」，「よりよく国有経済を主導と
し，公有制を主体とする方針を貫徹し，社会主義の経済的土台と上部構造
を強固にし，発展させることにある。確かに全人民所有制形態がふさわし
くない少数の国有企業を集団所有制またはその他の非公有制経済に改編す
ることを除いて，国有企業が改革を行うのは主に経営管理メカニズムであ
り，所有制ではない。」「国有企業の改革を推し進める過程で，国有経済の
主導的役割と公有制経済の主体的地位を弱める私有化の傾向に断固として
反対し，防止しなければならない。このような傾向が実際の経済生活にも
たらしたさまざまに不良な影響と重大な結果を決して冷然と放置してはな
らず，高度に重視しなければならない。」
財産権の改革は重要だが，「国の国有企業に対する所有権を分割してはな
らない。さらに国家所有権を分割して，企業所有や個人所有にしてはなら
ない。この問題は十分に明確にすべきである。さもないと，複数形式と複
数ルートを通じて国有資産が流失することを抑え難い。なり行きにまかせ
ると，名義上も『私有化』に転化する重大な結果をもたらす可能性がある。」
「大型企業をしっかりつかんで小型企業を自由にする」（オ爪大放小）とい
う方針に対して，「決して簡単に『小型企業を売却し，大型企業を株式化す
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る』ことと理解してはならない。私有化思潮とその影響がすきに乗じるこ
とを避けるべし。」
哀木の論文は，現在国有企業が退かれている境遇を深く分析している。
「当面，国有企業，とりわけ国有大中型企業は，両面からの灰撃に直面し
ている。」「一方で，国内の多くの非国有企業はさまざまな不当ひいては非
合法な競争手段」を用いて，国有企業と争う。「他方では，多国籍企業と集
団，外国独占資本はわが国に進入し，競争の目標はしばしば主に大中型企
業の中堅企業とメーカー品に集中している。」かれらは「強大な実力とわが
国の優遇政策にたよって」，競争の過程で優勢を占めている。「ある国有の
中堅企業とメーカー品はすでに打ち負かされた。」48)と。
国務院発展研究センターの呉凱泰，王玉も論文を書いて，「退出論」を鋭
く批判した。「近年，国有資産が一般的な競争の性格をもった業種から全部
退出することを求める案がある。われわれはこのような建議には賛成しな
い。これは西側の国家が国有経済を私営経済に奉仕する従属的地位に置こ
うとするやり方であり，それは社会主義市場経済に合致しない49)。」
3.「退出論」の本音は「民営化」
以上，哀木氏と呉凱泰氏の意見を大雑把に紹介した。ここにいささかの
私見を述べたい。王廷氏の主張の要旨とキーポイントは，①国有企業は国
民経済全体に25％の割合を占めるべきであること，②軍工，資源独占，公
益企業を除き，国民経済をコントロールする基礎産業，支柱産業では，国
有資産の三分の一または二分のーを売却するほかに，競争の性格をもち，
利益を得ている業種から全部「退出」させるべきであること，つまり，「民
間と利益を争ってはいけない」こと，にある。
48)哀木，「国有企業改革に関する十ニカ条意見」，（『経済日報」， 1996年7月11日）
49)呉凱泰・王玉，「小型企業の改革を加速すべきである。」，（『経済日報』， 1995年7
月17日）
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しかし，中国共産党第15回大会の報告では公有制の支配について，次の
ように述べている。「公有制の主体的地位は主に，公有資産が社会総資産の
中で優位を占め，国有経済が国民経済の命脈を握り，経済発展に対し主導
的役割を果たすことに体現されている。」王廷の案を実施すれば，次のよう
な悪い結果に導くことは間違いない。
表13 独立採算工業企業の資産構成 (1995年）
金額 全体工業企業に
（億元） 占める割合（％）
全 国 ＾ 口 計 79,233.86 100 国 有 経 済 47,472.06 59.91 
集 団 経 済 14,360.07 18.12 
そ 連 営 経 済 746.38 0.94 の
i 株 式 制 経 済 4,382.39 5.53 
外 商 投 資 経 済 5,798.22 7.32 
香港，マカオ，台湾投資経済 6,258.11 7.90 
まず第一に，公有制の主体的地位を弱体化させること。 1995年時点で，
中国工業企業の資産構成は表13の通りである 50)0
1995年，国有工業企業の資産額は 4兆7,472億元に達し，工業企業の全体
資産額での比重が59.9%，集団経済資産は 1兆4,360億元，工業企業全体資
産に占める割合が18.12%，二者合計財産額が6兆1,832億元，割合78.03%
に達した。このように，公有制が圧倒的な優勢を占めている。もし，国有
経済の比重は「25%」に限られるべきだという王廷の案を採用すると，国
有企業の資産額はわずか 1兆9,808億元になり， 2兆7,663億元の資産（国
有工業企業資産額の58%)が「退出」しなければならい。そうすると，公
有制の主体的地位は決定的に弱体化することになる。
第二に，国有経済の主導的役割を揺がさせること。まず，「民間」企業と
しての「三資」工業と郷鎮工業企業の業種での分布を見よう。第三次全国
50)中国国家統計局編，（『中国統計年鑑 (1996)』中国統計出版社， 410ペー ジ）
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工業センサスのデータによると， 1995年末時点で，「三資」工業と郷鎮工業
は主に，電子通信設備，繊維，交通運輸設備，電気機械・器材，食品加工，
非金属鉱産物製品，金属製品，一般機械，化学原料・化学製品，衣料品及
びその他の繊維製品などの業種に配置されている。王廷氏が唱えた「民間
と利益を争ってはいけない」という原則によると，国有企業は「三資」企
業と郷鎮企業が集中した10業種から「退出」しなければならないことにな
る。「退出」すべきである国有企業数は3万社余，その工業生産額は 1兆元
余に達する 51)。
上述の10業種ばかりでなく，国有企業はさらに「競争の性格をもつ業種」
からも「退出」しなければならないことになる。それは，食品製造，飲料
製造，巻きタバコ，薬品製造，製紙•印刷などの11業種と関連し，企業数
は2万社余，工業生産額は 3千億元余になる 52)0
以上のデータをまとめると，国有企業は21業種（工業部門は合計39業種）
から追い出され，「退出」する企業は合計5万社余（国有企業の60％以上），
工業生産額は 1兆3千億元余（国有企業工業生産額の約50％以上）になる。
その結果として，国有経済の力はいちじるしく弱体化し，その主導的役割
は失なわれるであろう。
第三に，中国の改革方向を歪めることになること。中国では長期にわた
るさまざまな原因で，企業の粗放的経営，重複建設，構造不合理，需給関
係の不均衡，国民経済のアンバランス現象が現われている。したがって，
国有企業改革のプロセスで，構造調整と財産権関係の再編は避けられず，
極めて必要である。しかし，それは王廷氏の「退出」論が提唱する方向を
とってはならない。
王廷氏が提唱する「民間と利益を争ってはいけない」という国有企業「退
出論」の本音は，必要とする資金が多く，資金の回転が遅く，回収期間が
51)注50に同じ， 418ページのデータによる。
52)注51に同じ
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長く，利潤率が低い，というような極少数の企業だけを国が所有管理し，
欠損を抱える公益事業を国が背負う一方で，大量の企業を「脱国有」にし，
「民間」，即ち企業家に利益を獲得する条件を作り出し，金をもうけるチャ
ンスをあたえようとすることにある。これは今日の世界で流行る「民営化」
思潮にほかならず，「民営化」理論の中国版にすぎない。
あとがき
本稿を終えるに当って，なお二点の愚見を補充したい。
第一に，社会主義初級段階に立脚して経済改革を行うこと。中国はいま
社会主義の初級段階にある。企業間，業種間，部門間，地域間，及ぴ都市
と農村の間の格差がかなり大きい。中国における経済改革は，必ず社会主
義初級段階という基本的な国情から出発して，企業がそれぞれの実際に即
して妥当な方法を見出すべきであって，決して画ー的であってはならない。
株式制は現代企業制度の確立をめざす国有企業改革の重要な形態である
が， しかし，決して唯一の形態ではない。したがって，中国では，積極的
に株式制を推し進めると同時に，企業が多くのテスト・実践を行ない，勇
敢に古い枠を打ち破って，新たな仕事を始めることを励まし，有効な組織
形態と経営形態を捜し求めるようにすべきである。そのさいどの形態が有
効であるか否かの判断基準は，生産力と労働生産性のアップに有利である
かどうか，市場の要請に適応できるかどうか，企業の収益と従業員の収入
の向上およぴ国家への貢献度がどうであるか，に求められるであろう。
第二に，幹部の索質と企業の管理水準を高めること。企業のシステムは
人間によって作られ，人間がそれを実施するものである。結局のところ，
人間，すなわち従業員とくに幹部が決定的な要因である。長期にわたって
欠損を出す企業でも，うまく管理をすれば，赤字から黒字へ切り替えるこ
とができる。逆に，すでにシステムを改編した企業でも，まずく経営すれ
ば，赤字へ転落する可能性がある。外国の株式制企業には，運営が不良で，
78 (466) 第 43巻第 3 号
借金山積みの状態に陥り，ついに破産してしまう，という事例が無数にあ
る。したがって，企業制度の改革と経営管理の向上とを密接に結合しなけ
ればならない。そして，経営管理のよしあしはのキー・ポイントは，幹部
の索質にかかっている。
